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わが国における肺がん死亡の動向に関する研究 

 

研究分担者 十川佳代 国立がん研究センターがん対策研究所 室長 

研究協力者 Hasan Jamil 国立がん研究センターがん対策研究所・聖路加国際大学 大学院生 

Ａ．研究目的 

国のがん対策推進基本計画（第 1 期・第 2 期）の

全体目標の一つとして「がんの年齢調整死亡率

（75 歳未満）の 20%減少」が掲げられていたが、こ

の目標は 10 年間で達成されなかった 1)。わが国の

がん死亡率の減少を加速するためには、各都道府

県におけるがん対策を推進することが重要であり、

本研究は、その基礎資料に資するデータを提供す

ることを目的として、都道府県別に肺がん死亡率の

近年の動向を分析する。 

 

Ｂ．研究方法 

 2012 年から 2022 年までの年齢調整死亡率デー

タ（75 歳未満）２)を用いて分析を行った。このデータ

は、人口動態統計保管統計表および国勢調査人

口（国勢調査年）・総務省推計人口を用いて推計さ

れたもので、年齢調整には、1985 年日本人モデル

人口が基準人口として用いられている。がん部位

は「気管、気管支及び肺（C33-C34）」を対象とした。 

肺がん死亡率の近年の動向を調べるために、年

齢調整死亡率を従属変数とし、年を説明変数とし

た対数線形モデルを用いて性別平均年変化率

（Annual percent change (APC), %）を全国およ

び 47 都道府県で推計した。 

研究要旨 

本研究では、各都道府県におけるがん対策に資するデータを提供することを目的として、

近年の肺がん死亡の動向を都道府県別に分析した。分析には 2012 年から 2022 年までの年

齢調整死亡率データ（75 歳未満）を用い、「気管、気管支及び肺（C33-C34）」を分析対象

とした。年齢調整死亡率を従属変数とし、年を説明変数とした対数線形モデルを用いて、全

国および 47 都道府県の性別平均年変化率（Annual percent change (APC), %）を推計し

た。全国の年齢調整肺がん死亡率は、2012 年から 2022 年までの 10 年間で、男性で 23.3

（人口 10 万人対）から 18.4（人口 10 万人対）、女性で 6.9（人口 10 万人対）から 5.8（人

口 10 万人対）に減少していた。APC の推計は男性全体で-2.65 (95%信頼区間: -3.24 – -

2.06)、女性全体で-2.10 (95%信頼区間: -2.77 – -1.43)であった。ほとんどの都道府県で減少

傾向がみられたが、APC には幅があり、中には減少幅が小さく、肺がん死亡率のランキン

グにおいて上位に留まる都道府県もみられた。肺がんの危険因子である能動喫煙および受

動喫煙は、効果的な対策を実施することで改善可能であり、肺がん死亡率が高い、または減

少幅が小さい都道府県では、改めて喫煙状況やたばこ対策の実施状況を見直し、肺がん死亡

の減少を加速させる方法を検討することが重要である。 
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Ｃ．研究結果 

 2012 年と 2022 年の男女別年齢調整肺がん死亡

率（75 歳未満）を男女および都道府県別に図 1 に

示した 2)。全国の年齢調整肺がん死亡率は男性で

23.3（人口10万人対）から18.4（人口10万人対）、

女性で 6.9（人口 10 万人対）から 5.8（人口 10 万

人対）といずれも減少傾向がみられた。 

 APC の推計は男性全体で-2.65 (95%信頼区間: 

-3.24 – -2.06)、女性全体で-2.10 (95%信頼区間: -

2.77 – -1.43)であった（図 2）。都道府県別 APC の

範囲は、男性では-3.82 (95%信頼区間: -5.04 – -

2.61)から-0.37 (95%信頼区間: -1.81 – 1.12)、女

性では、-4.86 (95%信頼区間: -7.68 – -1.90)から

1.21 (95%信頼区間: -3.15 – 5.79)で都道府県に

よる差がみられた。95%信頼区間は 0 をまたいでい

たが、徳島県(APC: 1.21)や石川県(APC: 0.90)の

女性では、APC が 0 を上回っていた。 

 2012 年の肺がん死亡率が高く、その後の減少幅

が小さかった都道府県の例として、青森県や和歌

山県がある。青森県男性の肺がん死亡率は 2012

年で全国で 2 番目に高く（2 位）、その後 10 年間

大きな減少はみられず（APC: -1.16, 95%信頼区

間: -2.38 – 0.07）、2022 年は１位であった。青森県

の女性においても同様に、肺がん死亡率に大きな

減少はみられず、（APC: -0.14, 95%信頼区間: -

4.05 – 4.04）、12 位から 2 位に上昇していた。また、

和歌山県女性の肺がん死亡率は 2012 年で 3 位

で、その後 10 年間大きな減少がみられず（APC: -

1.00, 95%信頼区間: -4.50 – 2.65）、2022 年でも

上位（4 位）を保っていた。男性においても同様に、

肺がん死亡率が大きく減少せず（APC: -1.80, 95%

信頼区間: -3.44 – -0.15）、2012 年の 6 位から 9

位に下がったものの、上位を保っていた。 

 

Ｄ．考察 

本研究は、わが国における近年の肺がん死亡の

動向を 2012 年から 2022 年の年齢調整肺がん死

亡率データ（75 歳未満）を用いて都道府県別に分

析した。今回の分析の結果は、全国の年齢調整肺

がん死亡率は減少したが、地域差があることを示し

た。ただし、推計が不安定な都道府県もあるため、

その点に留意して解釈する必要がある。 

肺がん死亡率の変化の地域差は、肺がんの危

険因子である喫煙の動向が影響していると考えら

れる。肺がんの危険因子である能動および受動喫

煙は効果的な対策を実施することで改善可能で、

都道府県で実施可能な取り組みとして上乗せ・横

出し条例がある。その例に、東京都受動喫煙防止

条例がある。改正健康増進法では、既存特定飲食

提供施設（個人または中小企業（資本金又は出資

の総額 5000 万円以下）かつ、客席面積 100 ㎡以

下の飲食店）は、標識の掲示により喫煙可としてい

るのに対して、東京都の条例では、既存特定飲食

提供施設であっても、従業員を使用している場合

は、禁煙としている 3)。こうした積極的な取り組みは、

将来の肺がん死亡減少を促進する可能性がある。 

肺がんは、わが国におけるがん死亡のうち最も

多いがん（男性：1 位、女性 2 位）であり 4）、肺がん

対策の拡充が求められている。国家レベルのたば

こ対策が不十分な状況下では、自治体による上乗

せ・横出し条例などの取り組みを全国へ普及させる

といった方策が必要であると考えられる。都道府県

や市町村による肺がん対策を促進するための基礎

資料として、今回の分析結果以外にも都道府県別

の喫煙状況の動向・将来推計、上乗せ・横出し条

例による影響などの情報を合わせて提供していくこ

とが重要である。 

 

E. 結論 

 わが国の肺がん死亡率は減少しているが、減少

率は都道府県によって差があることが分かった。第

4 期がん対策推進基本計画が策定され、各自治体

が具体的に目標設定やがん対策の検討をするうえ

で有用な情報を提供していく予定である。 
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図 1 日本人男性（75 歳未満）における都道府県別年齢調整肺がん死亡率（2012 年、2022 年） 
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図 2 日本人女性（75 歳未満）における都道府県別年齢調整肺がん死亡率（2012 年、2022 年） 
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図 3 男性における肺がん年齢調整死亡率の平均年変化率（2012 年～2022 年） 
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図 4 女性における肺がん年齢調整死亡率の平均年変化率（2012 年～2022 年） 

 


